
家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

2Tp－ 7

〔(社)日本家政学会

スコッツディール会議をめぐるアメリカ家政学系大学・学部の動向
　　　　　－アンケート調査分析によるー（第１報）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　静岡大学教育　○増田啓子

　目的　本研究は、アメリカの家政学系大学・学部が、スコッツディール会議の結果をどう受
け止め対応しようとしているかを中心に、特に名称変更をめぐる現在の動向と現在に至る系譜
をアンケート調査の結果に基づいて明らかにし、今後の課題を
　方法　アメリカ家政学会（AAFC S）に登録している家政

探ろうとするものである。
学系大学・学部の責任者リスト

である『Deans and Administrators』（1995年5月現在）にある全286名に、アンケート質問紙
を送付し、回収した。回答項目のうち、①スコッツディール会議の評価とそれによる名称変更

について、②アメリカ家政学系大学
入学志願者の動向の３点について集

・学部における名称の歴史的変遷の経緯、③過去５年間の
計分析した

　結果　①スコッツディール会議における名称の変更をどう評価するかという質問に対して。
「支持する」「どちらかといえば支持する」と答えたものが、全休の６割強であった。また今
回の変更により家政学の認識は「向上する」「どちらかといえば向上する」と答えたものは、
半数を越えた。また会議の結果を踏まえた上での最善の名称の問いについてはFamily and
Consumer Sciencesが45校と最多で､Human Ecology 9校､Human Sciences 8校、Home Economics
5校であった。②学部創立の年代については1900年以前が最も多く、次いで1910年代､1900年代、
1940年代が続いている。創立当時の名称は、Home Economicsが最も多く66校であった。名称変更
の年代は1990年代が最も多く62件であり､次いで1980年代の37件､1970年代の11件､1910年代の9
件が続くol990年代の名称変更は､その名称をFami ly and Consumer Sciencesとするものが最も
多く、その理山については国家的組織である学会の名称変更に合わせて､とするものが最も多かっ
た。また学会の変更を受けて近々変更を考えていると回答したものも7校あった。③入学志願者
の動向については、増えたが47％、減ったが15％、かわらないが31％であった。
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６月１日（土）第Ｕ会場　午前9 :30～11 : 54

東京都世田谷区在住夫妻の生活時間-1995年調査　mi報　目的・方法･概要

○天野寛子’堀内かおる”伊籐セツ’森ます美’斎藤悦子'松葉口玲子’伊藤純’
天3晴子”゛水野谷武志了掌t累ft昭和女大ff鳥取大、’”青葉学園短大、了"皿）

目的:1995年、北京で国連第4回世界女性会議が開かれた。そこで採択された「行助綱領」

の中では報酬のある無しを問わず、人間の経済活動を記録し量的に測定するために生活時

間翼良が重要であることが再確認された。本調査はこの「行助隣領」の指摘と連動したも

のである。本報では、本調査の方法、黄査協力者の特徴及び生活時間結果の概要を述べる。

方法：調査日は1995年10月の平日・休日の各１日である。世田谷区在住の未婚の子どもと
同居している夫妻に公募を行い、調査協力を申し出た人に対して生活時間票及び7ﾝｹｰﾄ用紙

を郵送・回収した。自記・留置方式である。分析はｼ'Iﾝr-視点に基づき、妻の就業形態別

・夫妻の企業形態別に行った。本筒査は世田谷女性ｾﾝﾀｰらぷらすの助成・委託を得た。

桔果：調査協力を申し出た夫妻は160組、有効回収数は129組、If258人であった。平均年齢

は夫42.8歳、妻40.8歳、平均世帯人員は4.2人であった。生活時間調査結果の一部を表に示
した。調査協力者の特徴は、就学前の子どものいる常勤夫妻が多かった。時間調査結果の
特徴は。過去20年間（5年毎に４回）に実施した筒査と比較して、1.動務時間は時短の要
鯛にも関わらずむしろ増加して

いた。2.夫の家事労働時間は、全
体的に僅かながら増加していた。

3,上記のしわ寄せを受けて生理的
生活時間及びtt会的・文化的生活

時間は減少の傾向にある。
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